
































































































意の conflict of laws の訳語として用いる場合もあるものの（国際私法と抵触法の用語法
については，櫻田・同上14-15頁などを参照），とりわけ表題にある「抵触法アプローチ」
という場合などを中心に，Kollisionsrecht（例えば，G. Teubner, Verfassungsfragmente: 
Gesellschaftlicher Konstitutionalisumus in der Globalisierung, 2012, S.232）や conflicts 
law（C. Joerges, P.F. Kjaer ＆ T. Ralli, A New Type of Conflicts Law as Constitutional 
Form in the Postnational Constellation, 2 TransnaT’l legal Theory 153, 157 (2011) は，
大陸法流の国際私法（international private law）と英米法流の抵触法（conflict of laws）
の双方とも自身のアプローチは異なるとし，単なる法の抵触状況を示すニュアンスのあ
る conflict of laws ではなく，法抵触の調整を行うルールであることを示すために，
conflicts law という用語を用いるとしている）と，ドイツ語あるいは英語で表される用
語の日本語訳として基本的に用いることにする。なお，conflicts law を「抵触法」と日
本語に訳すると，conflict of laws との区別がつかなくなってしまい，むしろ conflict of 
laws を「法抵触」と訳すべきかもしれないが，既に定着した訳語と異なった訳語を当て


































描写するものとして，例えば，The exercise of InTernaTional Public auThoriTy by The 
inTernaTional insTiTuTions (A.v. Bogdandy et al, eds., 2010)［とりわけ，第２章（II; 33
頁以下）］を参照。
⑾　いわゆるソフトローも含めて，その実際的な拘束性と（公）法的統制の必要性を説くも





























の法哲学 ― その構築の試み」論究ジュリスト23号（2017年）37頁註６や，Teubner と
同じく多元的な法秩序理解を前提に，そこにおける法秩序間の抵触を国際私法・抵触法
的発想によって処理しようとする Joerges が，inter-public な緊張に規律を与えようとす
るものである点，そして，全ての関係者が受入可能な手続的法原理を示唆する点におい
て，グローバル行政法と自身の構想の近接性を強調している，C. Joerges, The Idea of a 
Three-Demensional Conflicts Law as Constitutional Form, RECON online Working 
PaPer series 2010/05, 23-32, http://www.europeanrights.eu/public/commenti/jeorges_
testo.pdf ［Joerges(RECON)］; C. Joerges, A New Type of Conflict of Law as Legal 
Paradigm of the Post-national Constellation, in karl Polanyi, globalisaTion and The 





として，H.M. Watt, Conflict of Laws Unbounded: the Case for a Legal-pluralist Revival, 




































は，A. Fischer-Lescano/ G. Teubner, Regieme-Kollision: Zur Fragmentierung des 
globalen Rechts, 2006, S.37を参照。
































































㉕　v. Bogdandy eT al, supra note 10が描き出す，国際機構における独自の政策決定，権
力行使のあり様は，ここにいう国際組織の内部的憲法の描写ということになろう。なお，
WTO や ICANN などを題材とした，Teubner 自身による国際組織の内部憲法の描写は，








指摘している（Teubner, ebd., S.84）。なお，従来の公法的な発想と Teubner の議論との
接続可能性，あるいは距離については，後にまた少し触れる予定である。
㉖　Teubner, ebd., S.36f..






















㉚　Teubner, ebd., S.112ff.. なお，Teubner はここ（S.113）で，R.M. Cover, The Supreme 
Court, 1982 Term – Foreword: Nomos and Narrative, 37 harv. l. rev. 4 (1383) を引用
し て い る。他 方 で，G. Teubner, Transnationaler Verfassungspluralismus: Neun 




あるという見方（Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.33［本文のような見解を否定する部分である， 
以下この註において同じ］. 全体社会の憲法とみなして全てを政治のロジックで処理する
ことは全体主義につながるという（S.41））や，世界共和国の全体憲法，あるいはメタ憲
法としての，世界憲法・グローバル憲法を目指す考え（Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.30f.）
を否定することが Teubner の主張にとって，アルファでありオメガである。この点につ
いては，見崎・前掲註⒁268-263頁を参照。また，Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.228は，現
状分析として，グローバルなメタ憲法の欠如を指摘する。加えて，Cover の議論を正面
から取り扱った力作として，江藤祥平『近代立憲主義と他者』（岩波書店，2018年）がある。
㉛　以上の文章全体は，Teubner, ebd., S.100ff. を要約したものである。なお，Teubner に
とって，このような憲法主体となるレジームは，あくまで想像上の共同体であり，その
実在性を強調することは適切ではない（Teubner, ebd., S.112［ここで Teubner は，同じ
く法多元主義を採用するものの，人類学的な観点からアプローチし，様々な共同体の実
在性を強調する Berman(see e.g. P.C. Berman, Conflict of Laws, Globalization, and 
Cosmopolitan Pluralism, 51 Wayne l. rev. 1105 (2005)) を批判する］）。
㉜　Teubner, ebd., S.124ff..


























㉟　Siehe Teubner, ebd., S.142.










㊵　Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.161.



























㊷　Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.162.




㊼　Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.173.
㊽　Siehe Teubner, ebd., S.173.

















　つあることとそのありようについては，E. Douek, Facebook’s “Oversight Board:” Move 

























るが，適正な判断の帰属主体の設定が重要だと指摘する，N. Krisch, The Pluralism of 




　見崎・前掲註⒁276-278頁と，見崎も引用する，M. Kumm, The Cosmopolitan Turn 
in Constitutionalism: An Integrated Conception of Public Law, 20 Ind. J. global sTud. 


















　Siehe Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.122.
　Teubner, ebd., S.183ff.. Teubner のトランスナショナルな基本権構想のエッセンスをま
とめてしまえば，レジームにおける決定への参加，アクセスを保障する包摂的な基本権





























　inT’l. 23, 30ff. (2003)［ここでは，法として認知されるためには，一定の条件の充足が必
要とされるとして，Hart も援用される］が，Fuller を援用して求める（Teubner に先ん
じる社会的立憲主義の理論とされる［この点については，Teubner (ZaöRV) a.a.O. (Anm. 
30) や，それを紹介する，見崎・前掲註⒁253頁以下で展開される詳しい検討のほか，
Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.67ff.〔なお，Teubner は，Sciulli の議論を，政治と経済の二分
論にとどまるネオコーポラティズムの一種であり，多種多様な部分システムの並立を理






であるかは疑問の余地もあり，Teubner 自身，Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.230 Fn.22では，






Joerges は，例えば，EU 内部での EU 法を通じた加盟国法の調整（Joerges(RECON), id., 
at 15-18; Joerges(Polanyi), supra note 13, at 477-480）や，グローバル行政法論との類似
性を認めるグローバルなレジーム相互の手続を通じた調整（Joerges(RECON), id., at 23-












その適用・運用がなされるという意味において（Fischer-Lescano/ Teubner a.a.O. (Anm. 
17), S.48では，Teubner がレジームの構造を中心と周縁からなるものとした上で，その中
心に裁判所を据えていることや，法を非法から分離する，法のオートポイエーシスの場
としての裁判所あるいは，中立な第三者による紛争解決機関を強調する，G.-P. Calliess & 
M. Renner, Between Law and Social Norms: The Evolution of Global Governance, 22 
raTio Juris 260 (2003)［ただし，この論稿は紛争解決機関の意義を強調しすぎている嫌い
もある］も参照），自らの議論がコモン・ロー的な発想に立っていることを認めている（ト
ランスナショナルな基本権についての文脈においてコモン・ロー的発想を詳しく説明す































Lescano/ Teubner, ebd., S.61］）としての性格の強調と果たして矛盾するものではないの
かについては疑義も呈されていること（Ladeur a.a.O. (Anm. 43), S.163f.）が故なきこと
ではないことを示唆するものである。













































































　Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.236. なお，抵触を生じさせる，レジームなり共同体の実在
































　Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.236.
　Teubner, ebd., S.236.





































と説く，Ladeur a.a.O. (Anm. 43), S.76f.［「ネットワーク」の意義について，併せて S.88ff.］
参照。
　これについては，Teubner, ebd., S.237ff. を参照。ここでは，国民国家の法同士のような
水平的抵触，同一問題についての EU 法と加盟国法，連邦法と支邦法の優劣問題のよう
な垂直的抵触に加えて，規律主体のレベルも規範の素材も異なる，対角線的（diagonal）
抵触の存在を説く Joerges の見解が，ここで Joerges 自身は EU における法状況を主と
して想定しているものではあるが，グローバル，トランスナショナルな場面にも応用可
能であるとして，引用されている。この三種の抵触のありようについては，ここで
Teubner が引用しているものとは異なるが，Joerges, Kjaer & Ralli, supra note 6, at 155
にも整理されている。
　Teubner, ebd., S.240は，この点を強調している。


































は，Fischer-Lescano/ Teubner, ebd., S.133ff. を参照。
　ただし，Teubner も，トランスナショナルなレジーム，国民国家，土着集団というそ
れぞれの「憲法秩序」の，社会への埋め込まれ（einbetett）具合によって，抵触法の性
格は当然変わることを強調している。この点については，Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.255
参照。
　浅野（法哲学年報）・前掲註⑵２頁などを参照。
　ここで Teubner は主に，土着文化の伝統知（traditionelle Wissen）とグローバルな知的
































Knop, R. Michaels & A. Riles, From Multiculturalism to Technique: Feminism, Culture, 





























　Teubner, ebd., S.231; Fischer-Lescano/ Teubner a.a.O. (Anm. 17), S.168.
　ここで主に批判の対象とされているのは，Habermas の議論である。これについては，
I. Maus, Verfassung oder Vertrag: Zur Verrechtlichung globaler Politik, in: P. Niesen/ 
B. Herborth (Hrsg.), Anarchie der kommunikativen Freiheit: Jürgen Habermas und die 
Theorie der internationalen Politik, 2007, S.357などを，そこで引用される Habermas の
論稿とともに参照。
　Maus が Kant に依拠するのは，彼女の民主政論が基本的に Kant に依拠したものであ
る（この点について詳細な全体像は，I. Maus, Zur Aufklarung der Demokratietheorie: 
Rechts- und demokratietheorietische Uberlegungen im Anschluß an Kant, 2. Aufl., 2015
において描かれている）のと同時に，Habermas が Kant に依拠していると言いながら，
Kant による世界国家の否定を無視するような議論を展開していることへの批判という
側面がある。この点については，Maus a.a.O. (Anm. 31), S.353を参照。





























　Maus a.a.O. (Anm. 31), S.361.
　Maus, supra note 33, at 472. 
　Maus は，Maus, id., at 474-475や Maus a.a.O. (Anm. 31), S.373ff. において，国連の現状
がヘゲモニー化の危険をはらむものであることについて指摘している。
　Maus, supra note 33, at 472.
　Maus a.a.O. (Anm. 31), S.381f.; Maus, supra note 33, at 481.
　Maus, supra note 33, at 460 u. 481. See also F. Rödl, Democratic Juridification without 































　Rödl, id., at 136-133.
⎝　Rödl, id., at 208.
⎝　Rödl, id., at 203-211.
⎝　Rödl, id., at 212.
⎝　Rödl, id., at 212-213.



























⎝　M. Amstutz, The Opium of Democracy: A Comment on Florian Rödl’s Democratic 
Jurisdiction without Statisation, 2 Trans’l legal Theory 215, 220 & 223-225 (2011)




⎝　Maus, supra note 33, at 460.
⎝　Rödl, supra note 33, at 200 & 211-213.
⎝　Maus, supra note 33, at 478.
⎝　前掲註㊿と，それに対応する本文参照。





















共感していた［Maus, supra note 33, at 472］）ことの関連性も指摘されている［Maus 





Herberg, Global Governance and Conflict of Laws from a Foucauldian Perspective: The 
Power/Knowledge Nexus Revisited, 2 TransnaT’l legal Theory 243 (2011) のような議
論もある。
⎝　See Joerges(RECON), supra note 13, at 7-12. こういった観点から，Joerges の抵触法ア
プローチは，国際的な民主主義の赤字への対策ではなく，国民国家における民主主義の
赤字を補うものであると強調される（Joerges(RECON), id., at 12 & 14; Joerges(Polanyi), 
supra note 13, at 470 & 473）。このような点に着目して，Joerges 流の抵触法アプローチ
をグローバルな立憲主義を志向するものであるとして，人民民主主義の伝統に根差した
憲法観を維持し，グローバルな立憲主義に懐疑的なグローバル行政法論と対照的なもの
として扱う，M. Kuo, On the Constitutional Question in Global Governance: Global 
Administrative Law and the Conflicts-law Approach in Comparison, 2 global 
consTiTuTionalisM 437, 464-465 (2013) がある。このような指摘を踏まえると，前掲註⒀
やで触れた，グローバル行政法論と（特に Joerges 流の）抵触法アプローチとの親和
性をめぐる議論については慎重となることが求められよう。なお，「抵触法アプローチ」
























⎝　Joerges(RECON), id., at 3-10.
⎝　See Joerges(RECON), id., at 3-6; Joerges(Polanyi), supra note 13, at 477-473 & 483. 
⎝　Joerges の抵触法アプローチの彼自身による要約として，Joerges(Polanyi), id., at 500-
501も参照。加えて，Joerges の議論を，抵触法の発想と討議理論を織り込んだスープラ
ナショナリズムを組み合わせた，民主的包摂（democratic inclusion）の議論であると要
約するものとして，M. Everson, The Limits of the ‘Conflicts Approach’: Law in Times 
of Political Turmoil, 2 TransnT’l legal Theory 271, 271-273 (2011) も注目される。
⎝　Siehe J. Habermas, Faktizität und Geltung: Beiträge zur Diskurstheorie des Rechts 
und des demokratischen Rechtsstaats, 7. Aufl. (Suhrkamp Taschenbuch Wissenschaft), 
2013, S.163. Joerges(Polanyi), id., at 478では，Joerges 自身も，Habermas のこのような言
明を引用する。
⎝　See Joerges(RECON), supra note 13, at 13; Joerges(Polanyi), id., at 481-482.
⎝　See Joerges(RECON), id., at 23-32; Joerges(Polanyi), id., at 435-437.
⎝　Joerges(RECON), id., at 32-33.
⎝　Joerges(RECON), id., at 13.
⎝　エリートによる狭い「熟議」に過ぎないといっても良い。See e.g. n. krisch, beyond 
consTiTuTionalisM: The PluralisT sTrucTure of PosTnaTional laW 56 (2010). また，少
なくとも国内の文脈においては熟議の民主主義が，選挙を軸にする代表民主政と併存し，
それを補完するものであること（see e.g. id., at 266）にも留意しておくべきであろう。



























































⎝　なお，Maus などによって，グローバル憲法論者とされ，批判される Habermas も，基
本的には，欧州憲法の可能性を論じるにとどまっている。この点については，前掲註
や拙著・前掲註⎝２-３頁を参照。
⎝　ただし，M. Kumm, Zur Geschichte und Theorie des Globalen Konstitutionalismus. 
Gegenwärtige Herausforderungen des Globalen Konstitutionalismus, in: J. Nida-




　　また，Kumm の構想が法多元主義的なものであることについて詳しくは，M. Kumm, 
The Cosmopolitan Turn in Constitutionalism: On the Relationship between 
Constitutionalism in and beyond the State, in ruling The World? : consTiTuionalisM, 
inTernaTional laW, and global governance 273ff. (J.L. Dunoff & J.P. Trachtman eds., 
2003)［Kumm(RtW?)］を参照。

























⎝　この要求の中には，狭い意味での適正手続要求（siehe Kumm(RtW?), supra note 127, 
at 301ff.）に加えて，Kumm が（憲）法多元主義の理論であることを標榜することとも関
連して，国家のレベルで決定することによる負の外部性が生じる場合にのみ，コスモポ
リタンな処理を認める補充性の原則も含まれる（Kumm(RtW?), id., at 230ff.. 負の外部性









note 121, at 235の指摘の方に説得性を感じさせられる。




































⎝　Teubner a.a.O. (Anm. 6), S.84. Siehe auch Kumm(Indiana), supra note 51, at 626. さら
に，前掲註㉕及びも併せて参照。








































⎝　この点については，加藤陽「国連法と EU 法の相克 ― ラディカル多元主義の理論構
造とその実践的意義 ― 」国際法外交雑誌116巻４号（2018年）480頁以下（ラディカル
多元主義の概要については486-483頁，なかでも政治的な処理の強調については，488-483
頁）を参照。Krisch による自身の見解の要約として，krisch, supra note 121, at 23-26も
参照。なお，加藤によれば，Krisch は裁判所による法的な抵触処理を嫌うが，Teubner
の議論において，裁判所中心主義が窺われることについては，前掲註でも指摘したと
ころであり，この点において，Krisch のラディカル多元主義と Teubner 理論との距離は
大きいということが指摘できよう。
⎝　前掲註⎝と対応する本文参照。


























　supra note 121, at 76-77）し，他方で，Teubner が，レジーム対立を政策の対立にとど
まらず，合理性の対立であると指摘する点については，プラグマティックな抵触・対立




































もなりうる。この点に関連して，Krisch, supra note 50, at 260, 263 & 263は，各法体系に
おいて，適切な帰属主体を設定し，そこへのアカウンタビリティを確保した上で，各法
体系における判断の相互影響とプラグマティックな調整による適切なバランスの確保が





見解を擁護している（Krisch, supra note 50, at 275-277）。このほか，Krisch は立憲主義
が多かれ少なかれ，特定の価値を押し付け，また過去の先例の固定化による現在との対
立を生む側面があるとしており（krisch, supra note 121, at 67-68 & 78-73），そのような
弊害を減らすべく，立憲主義に比べればまだ控え目な要求にとどまるグローバル行政法
の方がより適切であるとする（id., at 57）し，柔軟な調整を可能とする，自身の見解の柔
























































































































法アプローチに対する指摘であるが，krisch, supra note 121, at 288が，国際私法がアプ
リオリに相互に接続されない秩序がパラレルな自立を主張しているモデルに立っている
のであるから，相互に繋がっており，互いの結びつきや共同での意思決定を模索するポ
ストナショナルな多元的場面との間の相違は大きいし，法体系間の抵触・対立（collision）
というよりも，接触（interface）という言葉を用いた方が良いとしている点も注目される。
430
G. Teubnerの「抵触法アプローチ」：議論の整理を中心に517
二
三
三
られるべきであり，本稿ではこれを十分に扱っていないので，今後の課題と
して残されることとなる。本稿では，システム理論に依拠しない，もう一つ
の抵触法アプローチである，Joerges の議論についても，簡単な紹介をする
にとどまった。システム理論の妥当性を検討する意味でも，Joerges の議論
の検討を深め，Teubner の議論との対比を通じて，抵触法アプローチの可能
性についてさらに研究を進めることが必要となろう。また，本稿では，抵触
法アプローチと，他の多元的法秩序像や多元的な法秩序間の調整をめぐる議
論との対置も試みたが，この比較はいくつかの限られた見解について概観し
たにとどまっており，より包括的な検討も残された課題である。
　さらに，トランスナショナル公序を想定して，上記のような抵触調整を行
えといったところで，具体的な判断を，誰がどのように行いうるのかははっ
きりしない。Teubner を含む法多元主義のもとにおける法秩序や抵触調整に
関する基本構想を説く論者が，いずれも同様の具体的事案を挙げながら，そ
れぞれ自身の理論に引付けて援用しているところでもあり，指導原理の精緻
化とともに，実証的な検討の深化もまた，今後の課題となる。
　このように本稿には，残された課題も多く，国際私法については，全くの
門外漢である筆者が，結局は国際私法との結びつきは限定的なものであると
指摘することとなった見解について素描したにとどまる。我が国の国際私法
学を牽引する佐野教授のご退職をお祝いするにあたって，このような文字通
りの拙稿を献呈するのは，蛮勇を振るう以外の何物でもないことは弁えてい
るつもりである。それでも，百家争鳴ともいえる，グローバル化時代におけ
る多元的な法秩序間の関係をめぐる議論の整理に，僅かばかりは貢献するも
のとなっているのではないかと思う。今後の課題も改めて確認されたことを
以て，ひとまず筆を擱くこととする。
［付記］
　本稿は，JSPS 科研費「基盤研究（A）グローバル法・国家法・ローカル法秩序の多層的構
造とその調整法理の分析」（課題番号13H00568a1）の助成を受けて行った研究の成果の 
一部である。また，本稿は在外研究中に執筆したものであり，文献の収集にあたって，
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福島淑子（岡山大学法学部資料室助手），河合慶一郎（京都大学大学院法学研究科院生）
の両氏にお世話になった。ただし，邦語文献について十分に検討できていないところは
残っており，この点に関する責は全て本稿筆者に帰することは言うまでもない。
